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仕事と家庭の両立により
生活を犠牲にしない
働き方へ転換する

子育ての負担が
過重にならないよう
支援する

常に子どもの視点に立ち
子ども政策を中心に据えた
「こどもまんなか」社会の実現をめざす

男女間の不平等を解消し
性別役割分担意識を是正
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若者が希望をもって
将来の展望を描ける
環境整備

●いじめ防止対策 ●不登校の子どもへの支援 ●自殺対策 ●薬物乱用防止対策の強化

●ヤングケアラーへの支援 ●障がい児等のライフステージに応じた支援

●性的少数者の理解促進と相談体制の整備 ●医療的ケア児への支援

●難病等を抱える子どもや家族への支援 ●子どもの貧困対策、ひとり親家庭への支援

●児童虐待防止対策・社会的養護の推進 ●外国にルーツのある子どもへの支援

●SDGsの実現に向けたESD教育の推進 等

●性別役割分担意識の是正、男女間の賃金格差の是正

●非正規雇用労働者等の新たなスキル取得による所得向上への支援

●勤務間インターバル制度や時間単位年次有給休暇制度の導入促進

●テレワーク等、多様で柔軟な働き方の推進

●雇用形態の違いによるセーフティネット格差の是正

●フリーランスの保護ルールを定めた新法の早期制定、労災保険特別加入の対象拡大 等

●
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●妊娠時から出産・子育てまでの切れ目ない支援の充実

補正予算等で年度内に特に前進する政策は赤色

来年度予算で特に前進が見込まれる政策は橙色

再来年度から特に前進が見込まれる政策は紫色

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

働き方と社会保障の転換多様な子ども･子育て家庭への支援
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１．基本的な考え方 

公明党は、「子どもの幸せを最優先する社会」をめざして、結党以来、教科書

の無償配布や、児童手当の創設等の政策を実現してきました。2006年には、少

子社会トータルプランを策定し、仕事と家庭の両立などにより生活を犠牲にし

ない働き方への転換、教育無償化など子育て負担を過重にしない支え方の二つ

を柱として、「チャイルドファースト」（子ども優先）社会の構築を推進してき

ました。同プランで掲げた施策は着実に具体化しており、例えば、不妊治療は

本年 4月から保険適用の拡大が実現。幼児教育・保育は 2019 年 10月から全て

の３～５歳児と住民税非課税世帯の０～２歳児を対象に無償化されました。働

き方改革についても、同一労働同一賃金の導入や、罰則付きの時間外労働の上

限規制、勤務間インターバル制度の努力義務化などを盛り込んだ「働き方改革

推進法」が 2018年に成立しました。 

 

しかしながら、子育て支援に関する日本の予算規模は、出生率を回復した欧

州諸国と比べて低水準にあり、働き方改革もいまだその途上にあると言わざる

をえません。さらにコロナ禍において、少子化・人口減少は一層進み、核家族

化・地域のつながりの希薄化が進む中、子どもや家族を取り巻く環境は深刻な

状態です。2021年に日本で生まれた子どもの数は過去最少の 81万 1622人1で、

想定よりも 7年程度早く2少子化が進んでいます。 

 

また、コロナ以前から家事・育児の負担は女性に偏っていましたが、コロナ

禍では、外出自粛による在宅時間の増加などライフスタイルの変化に伴い、男

女ともに家事・育児の時間が増加しました。しかし、その負担の多くは依然と

して女性に偏っており3、仕事を続けたくても続けられない状況に置かれていま

す。 

 

過去 20 年間、子どもを持つことへの希望はあまり変わっていないと考えら

れてきましたが、近年、子どもを持つことに対する希望が低下4し、子どもを持

つことを“リスク”と考える若者が増えていることが指摘されています。 

 

もとより、結婚、妊娠・出産は個人の自由な意思決定に委ねられています。

一方で、次世代を育む仕組みを作れない社会は持続することはできません。子

 
1 厚生労働省「2021 年 人口動態統計」（確定数）より。 

2 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2017 年推計）中位推計との比較。 

3 内閣府「令和 3 年版 男女共同参画白書」より。 

4 内閣府委託調査「2021 年度 人生 100 年時代における結婚・仕事・収入に関する調査報告書」より。 
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どもの幸せを最優先に、子どもを安心して生み育てられる社会を構築し、少子

化・人口減少という未曾有の事態を乗り越えるためには、働き方の転換や子育

て負担の軽減に加え、以下の三つの基本的な方向性に基づき、大きく社会構造

を改革していくことが必要です。 

 

まず一つ目の方向性は、常に子どもの視点に立ち、その最善の利益を第一に

考え、子どもに関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据えた「こどもまん

なか社会」を実現することです。コロナ禍では、子どもたちの日常から、安心・

安全な居場所や、様々な学び・体験が失われ、令和３年度の児童虐待相談対応

件数は年 20 万件5を超え、不登校も 24 万件6を超えて過去最多となりました。

いじめも急増7し、子ども・若者の自殺者数も増える8など子どもを取り巻く環

境は深刻です。 

 

本年の通常国会で成立した「こども基本法」においては、子ども施策を策定・

実施・評価するに当たって、子どもや若者の意見を反映することが規定されて

います。未来を担う子供や若者の声を聞かずしてこれからの日本はありません。

こうした認識に立ち、新たに設置される「こども家庭庁」のもと、子ども・若

者の意見も身近な地域社会をはじめとして政策に反映されるよう、子ども・若

者の意見を聞く仕組みを構築するとともに、社会的養育を必要とする子どもや

障がいのある子ども、無戸籍・無国籍、外国にルーツのある子どもを含め、子

どもの目線に立って、子どもに関する制度や政策を見直し、充実していくこと

が重要です。と同時に、親の就業の有無や形態等にかかわらず、すべての子ど

もを対象とした普遍的な制度を構築していくことも求められています。 

 

二つ目の方向性は、男女間の不平等の解消・性別役割分担意識の是正です。

我が国においては「男は仕事、女は家事」という考え方が依然として根強くあ

りますが、女性の収入は今や「家計の補助」ではなく、「家計を維持していく上

で不可欠なもの」となっています。こうした現状を踏まえ、男女ともに自立で

きる収入を得て生活できるよう、働き方や社会保障を見直していかねばなりま

せん。日本と同様に長期間に渡り出生率が低迷していたドイツでは、男女の家

事・育児負担の平等化や女性の職場復帰を促したことにより、近年は出生率が

 
5 厚生労働省「2021 年度 児童相談所での児童虐待相談対応件数」より。 

6 文部科学省「2021 年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」より。 

7 前掲注 6。 

8 厚生労働省・警察庁「年齢階級別自殺者数の年次推移」、前掲注 6 より。 
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回復し始めています9。今こそ、性別役割分業を前提とした働き方・暮らし方を

大胆に見直し、男性の積極的な家事・育児、保育や子育て支援の充実など、女

性が継続して働き続けることができる、又たとえいったん辞めたとしても円滑

に復帰できる環境整備に取り組み、共働き社会の進展に伴って増幅された子育

ての不安・負担を徹底して軽減しなければなりません。 

また、日本は他の先進国に比べ、男女間の賃金格差が依然として大きく、働

く女性の約 5割は非正規雇用であり、男性の約 3 倍となっています10。加えて、

女性が多く働いているサービス業や介護・保育は、他産業に比べて賃金が低い

傾向にあります11。看護・介護・保育などの分野で働く方の賃上げを継続して実

施するとともに、男女間の賃金格差の是正や新たなスキルの習得など女性の所

得向上につながる施策を強力に進め、女性が経済的に自立できる環境を整備し

ていくことも急務です。 

 

三つ目の方向性は、若者の経済的基盤の安定をはじめ、若者が希望をもって

将来の展望を描くことができる環境の整備です。しかし、若者、特に高卒層の

男女の雇用状況は悪化しており、未婚高卒女性の 4 割は非正規雇用、2 割は無

職です12。高卒男性も 2 割が非正規雇用で 2 割は無職と 4 割は不安定雇用とな

っています13。そして、「子どもを持ちたい」と思うかは雇用形態で異なり、正

規よりも非正規で低く、男性の非正規雇用労働者はより一層低くなっています
14。若者の非正規雇用の増加と、非正規という働き方が家族形成をしにくくし

ている現実を踏まえ、賃上げの原資となる経済成長に総力をあげるとともに、

最低賃金の引き上げや、非正規雇用労働者の処遇改善や正社員への転換、社会

保険・労働保険の適用拡大、同一労働同一賃金等の働き方改革などの取り組み

を進め、雇用形態の違いによるセーフティネットの格差を埋めることが必要で

す。 

 

公明党は、上記の方向性を柱に、子どもや若者、子育て世帯の声を直接聞き、

その実態やニーズを把握するとともに、有識者からのヒアリングや視察、党内

議論を重ね、今般、子どもの幸せを最優先する社会を実現するとともに、少子

化・人口減少という事態を乗り越えるための具体策等を「子育て応援トータル

 
9 OECD ”Family Database”より、1995 年 1.25 から 2020 年 1.53 に上昇。 

10 総務省「労働力調査」より。 

11 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より。 

12 前掲注 10。 

13 前掲注 10。 

14 お茶の水女子大学 永瀬伸子教授「独身男女の金融リテラシー調査」(2021 年)より。 
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プラン」として取りまとめました。 

 

いうまでもなく、このプランを実現するためには、国だけではなく、地方自

治体や企業・民間団体とが密に連携し、社会全体の課題としてそれぞれが主体

的に取り組みを進め、社会全体で支援する仕組みが必要不可欠です。また、思

い切った予算の大幅拡充や人的体制の強化も必要です。「子どもや若者世代に

対する未来への投資は人口減少を食い止めると同時に、社会保障の担い手を増

やすことにつながる」との認識を広く国民の皆様と共有し、このプランの実現

に党をあげて取り組んでいきます。 

 

なお、本プランについては定期的に進捗状況を把握するとともにその効果を

検証し、必要な見直しを適宜行っていきます。  
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２．こども政策の総合的な推進 

（１）こどもの声を政策に反映 

「こども家庭庁」の創設や「こども基本法」の制定で、子どもを権利の主体

として位置づけ、子どもの幸せを最優先する社会をめざすとともに、子どもの

声を代弁し、子ども政策に関して独立した立場で調査、勧告等を行う機関「こ

どもコミッショナー」の設置をめざし、検討を進めます。あわせて、地方自治

体において、子どもの声に耳を傾け、関係者・機関の間をつなぎ、問題の解決

を図り、時には制度の改正を図っていく子どもオンブズパーソン制度を推進し

ます。 

子どもの意見を政策に反映させるため、多様な手法を組み合わせて、子ども

の意見を継続的に聴くための仕組みづくりを進めるとともに、実践します。中

でも特になかなか自ら意見を表明することが難しい子どもたちの意見や思い

も受け止め、反映できるよう、同じような立場や悩みを抱えた人がお互いに支

え合うピアサポートやアドボケイト（代弁者）、専門家による伴走支援を推進し

ます。 

 

（２）こども家庭関連予算の倍増 

こども家庭庁の設置を契機として、政府全体として、子ども政策、少子化対

策の予算の飛躍的な増加を図り、子ども政策を強力に推進します。特に、少子

化対策、仕事と育児の両立支援、家庭支援・子育て支援などについて、計画的

に充実を進める中で、子ども家庭関連予算の倍増を早期に実現します。 

その財源については、子どもへの投資は未来への投資であると共に、社会保

障の担い手を増やすことにつながるとの認識に立ち、国民の理解と納得を前提

に、社会全体で広く負担を分かち合う仕組みの検討など安定的な財源確保に取

り組みます。 

 

（３）こども政策に関する人的体制の抜本的強化 

こども家庭庁の定員については、こども家庭庁が新しい政策課題への対応、

子ども関連政策を一元的に推進するための司令塔機能、子どもの視点に立った

政策立案機能など様々な機能をいかんなく発揮していくために必要な人員を

確保します。 

あわせて、子ども関連政策を担う人材の確保・育成・処遇改善等安心して働

き続けるための環境改善に取り組むため、公定価格や配置基準の見直し等を進

めます。 
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３．ライフステージや子どもの年齢等に応じた支援の充実 

（１）結婚 

○若者の経済的基盤の安定 

若者の経済的基盤を安定させ、将来に希望を持てる雇用環境を整備するため、

最低賃金の引き上げや、非正規雇用労働者の処遇改善や正社員への転換、社会

保険・労働保険の適用拡大、同一労働同一賃金等の働き方改革などの取り組み

を進め、雇用形態の違いによるセーフティネットの格差を是正する取組を進め

ます。あわせて、無料の職業訓練と月 10 万円の生活費等を支給する求職者支

援制度など公的職業訓練の充実を図ります。 

 

○結婚支援の拡充 

結婚時に必要な住宅資金などを経済的に支援する「結婚新生活支援事業」の

対象（所得要件 400 万円未満）を拡大し、多くの自治体で利用できるよう取り

組むとともに、低廉な家賃の住宅が確保できる取り組みを進めます。また、広

域的な出会いの場の提供や相談体制の構築など、民間事業者とも連携しつつ、

地域の実情に応じた結婚支援を継続して着実に推進します。 

 

○選択的夫婦別姓の導入 

結婚により改姓するのは 96％が女性です15。仕事のキャリア維持などさまざ

まな理由で、希望する夫婦がそれぞれの姓を変えることなく結婚できるよう、

同姓または別姓の選択を認める「選択的夫婦別姓制度」の導入を推進します。 

 

（２）妊娠・出産 

○プレコンセプションケアの推進 

学童期・思春期に医学的に妊娠・出産に適した年齢、計画的な妊娠、葉酸の

摂取、男女の不妊、性感染症の予防など、妊娠の計画の有無にかかわらず、早

い段階から妊娠・出産の知識を持ち、自分の身体への健康意識を高めること（プ

レコンセプションケア）に関する取り組みを推進します。 

 

○不妊治療・不育症への支援 

不妊治療の保険適用について治療の質の低下を招くことがないよう不断に

検討し必要な制度改正を行うとともに、不育症検査費用助成事業の対象検査、

実施自治体の拡大、同じような立場や悩みを抱えた人同士で支え合うことを目

的としたピアカウンセリング体制の充実、働きながら不妊治療できる環境づく

 
15 厚生労働省「2016 年度 婚姻に関する統計」より。 
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りも推進します。 

 

〇流産・死産等で子どもを失ったご家族への支援 

流産・死産等で子どもを失ったご家族に寄り添った支援を実施するため、「流

産・死産等は子どもの命の喪失」との認識を社会全体に広めるとともに、地方

自治体において流産・死産等を経験した方に対する相談窓口を整備し、産後健

診等母子保健サービス、グリーフケア（死別の経験により悲嘆に暮れる人を立

ち直れるように支援すること）やピアカウンセリング体制の充実を図ります。

また、働く女性が流産・死産等をされた場合に利用可能な制度の周知を徹底し

ます。 

 

○妊娠時から出産・子育てまでの切れ目ない支援の充実 

核家族化が進む中、安心して子どもを生み育てられる社会をつくるため、妊

娠時から出産・子育てまで切れ目なく、すべての妊婦・子ども・子育て家庭を

支援する伴走型相談支援を実施するとともに、｢子ども家庭センター」の設置を

推進し、家庭の事情や希望等を踏まえた「子育てサポートプラン」を子ども一

人ひとりについて策定し、官民協働で支援する体制を全ての自治体で構築しま

す。あわせて、低年齢児（０歳から 2歳）に焦点を当てた経済的支援を実施す

るとともに、産前・産後サポート、産後ケア、一時預かり、家事援助サービス

の利用支援、地域子育て支援拠点の拡充、多子・多胎児育成支援、ペアレント・

トレーニング等保護者支援、子どもの居場所支援等を推進します。 

低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、必要な支援につなげるため、

初回の産科受診料を補助する事業を創設します。 

ヤングケアラーなど家庭に課題や不安を抱える家庭に訪問し、相談支援や家

事支援等生活支援を行う事業の全国展開を強力に推進します。また、訪問看護

の活用や保育所や幼稚園・学校等への看護師の配置などを通して、医療的ケア

が必要な子どもへの支援を拡充します。 

 

○出産育児一時金の増額 

出産費用が年々増加傾向にあるため、出産費用の実態や要因を調査し、出産

費用の見える化を進めるとともに、出産育児一時金を増額し、安心して出産で

きる環境整備を進めます。 

 

○「リトルベビーハンドブック」の全国展開 

小さく生まれた低出生体重児の成長を細かく記録できる「リトルベビーハン

ドブック」の全国展開に取り組みます。 
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○育児休業制度の拡充等 

子育て世代が仕事と育児の両立をしやすいように、育児休業や短時間勤務、

所定外労働の制限（残業免除）等をより利用しやすくする取り組みを広げてい

きます。特に、男性の育児休業の取得促進に向けた取り組みを推進し、いわゆ

る「取るだけ育休」にならないように自治体における両親学級等の開催・充実

を促進します。 

さらに、子どもが 3 歳になるまでの制度となっている現在の「短時間勤務制

度」を、就学前まで利用可能とすることや、短時間勤務しながら育児休業給付

金を受給できる制度の創設に取り組みます。 

女性の育児休業取得率は、厚生労働省の雇用均等基本調査によると 2006 年

以降 80％から 90％程度で推移しており、一見、女性の育児休業は進んでいる

ように見えますが、これはあくまで職場の在籍中に出産した女性に占める育児

休業取得者の割合であり、出産前にすでに退職していた女性は分母に入ってい

ません。そのため、出生数を分母とした女性の育児休業取得率は 5割程度にと

どまっています16。 

また、有期雇用労働者として働く女性の育児休業取得率は 70％程度で推移し

ていますが17、パート・派遣で働く女性のうち第一子出産前後で就業を継続す

る割合は 40％程度にとどまり、60％程度の方が出産を機に離職しています18。 

2022年 4 月から有期雇用労働者の取得要件が緩和されましたが、女性の非正

規雇用労働者は希望していても実際は取得するのが難しく、フリーランスや自

営業者等はそもそも育児休業制度の対象外です。 

女性が収入を得て生活をすることが前提となる中、妊娠・出産で収入が減る

ことによって生活が成り立たなくなることを避けなければなりません。正規・

非正規など雇用形態に関わらず育児休業を取得できるように取り組みを進め

るとともに、出産・育児のために離職した方や、フリーランスや自営業者、専

業主婦等現行制度の対象外となっている女性も安心して出産・子育てできるよ

う、新たな仕組みの創設を検討します。 

 

 
16 厚生労働省「2020 年度 雇用保険事業年報」、人事院「2020 年度 仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況

調査」、総務省「2020 年度 地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」、厚生労働省「2020 年 人口動態統

計」（確定数）より推計。 

17 厚生労働省「雇用均等基本調査」より。 

18 国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回 出生動向基本調査」より。 
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（３）未就園児19 

○「産後ケア」の全国展開 

産後うつの問題が深刻であり、児童虐待の死亡事例のうち０～２歳児の割合

が半数を超える20ことから、すべての親がどこの地域においても「産後ケア」を

利用できる環境の整備が急務です。 

「産後ケア」の全国展開を図るとともに、利用料の補助や支援内容の充実を

推進します。 

 

○訪問による家事・育児支援の全国展開 

未就園児のいる家庭を含め、家事・育児に不安・負担を抱える家庭を対象に、

産前産後の母子専門の支援員（産後ドゥーラ）やベビーシッター、家事支援ヘ

ルパー、地域住民等が訪問し、相談支援や家事支援等生活支援を行う事業の全

国展開を強力に推進します。（一部再掲） 

 

○専業主婦家庭も定期的に利用できる保育制度の創設 

０～２歳児は未就園児が約６割21を占めますが、一時預かり事業の利用状況

を見ると、未就園児１人あたり年約３日22の利用にとどまり、支援の充実が課

題となっています。 

保育所の空き定員や幼稚園等を活用して、専業主婦の家庭も定期的に預けら

れるように、まずはモデル事業を実施し、その結果を踏まえて全国展開をめざ

します。 

 

○地域の子育て支援拠点の推進 

子育ての孤立化を防ぐため、地域子育て支援拠点の拡充・機能強化に取り組

みます。保育園や認定こども園を地域の子育て支援拠点として位置づけ、未就

園児も含めた子育て家庭が身近なところで安心して相談できる「マイ保育園」

の取組を推進するとともに、アウトリーチやオンラインなどにより、地域にお

ける多様な子育て支援拠点を整備します。 

 

○離職者・自営業者等が安心して出産・子育てできる新たな仕組みの創設 

正規・非正規など雇用形態に関わらず育児休業を取得できるように取り組み

を進めるとともに、出産・育児のために離職した方や、フリーランスや自営業

 
19 ０～２歳児をはじめとする幼稚園・保育所等を利用していない児童。 

20 厚生労働省「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」（第 18 次報告）より。 

21 厚生労働省「保育園・幼稚園等の年齢別利用者数及び割合」(2019 年度)より。 
22 厚生労働省「子育て支援制度の利用状況」より。 
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者、専業主婦等現行制度の対象外となっている女性も安心して出産・子育てで

きるよう、新たな仕組みの創設を検討します。（一部再掲） 

 

（４）幼児教育・保育 

○専業主婦家庭も定期的に利用できる保育制度の創設（一部再掲） 

保育所の空き定員や幼稚園等を活用して、専業主婦の家庭も定期的に預けら

れるように、まずはモデル事業を実施し、その結果を踏まえて全国展開をめざ

します。 

 

○０～２歳児の保育料無償化の段階的な対象拡大 

0～2歳児についても、段階的に幼児教育無償化の対象とするとともに、保育

士の配置基準を見直し、安心で安全な保育環境づくりに取り組みます。 

 

○幼児教育・保育の質量の拡充 

待機児童を解消するため、「新子育て安心プラン」を実行し、小規模保育や企

業主導型保育など多様な保育の受け皿を整備・拡大するとともに、幼児教育・

保育の質を高めるため、配置基準の見直し・賃上げ含む処遇改善や宿舎借上げ

支援、研修の実施並びに機会の確保、ICT 化等に取り組みます。 

あわせて、一時預かりの定期利用や、医療的ケア児、障がい児、外国籍の児

童等への対応など多様な子育て・保育ニーズに対応できる体制整備に取り組む

とともに、送迎バスを含め幼児教育・保育における安全対策をソフト・ハード

両面から強化します。 

また、生涯にわたる人格形成や学習の基礎を育む幼児教育において、すべて

の 5歳児が、施設の違いや経済状況などに関わらず、格差なく、生活や学びの

基盤を育む質の高い幼児教育を受け、円滑に小学校入学できるようにする「幼

児教育スタートプラン」を推進します。 

 

○地域の子育て支援拠点の推進（再掲） 

核家族化、地域のつながりの希薄化が進む中、子育ての孤立化を防ぐため、

地域子育て支援拠点の拡充・機能強化に取り組みます。 

また、保育園や認定こども園を地域の子育て支援拠点として位置づけ、未就

園児も含めた子育て家庭が身近なところで安心して相談できる「マイ保育園」

の取組を推進するとともに、アウトリーチやオンラインなどにより、地域にお

ける多様な子育て支援拠点を整備します。 
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（５）小中学校 

○小中学校における経済的負担軽減 

小中学校における学用品費や修学旅行費等の負担を軽減するため、低所得世

帯に対して支給している就学援助の支給額を増額するとともに、中間所得世帯

まで段階的に対象拡大をめざします。 

 

○放課後児童対策 

共働き家庭等の「小１の壁」（保育園や幼稚園を卒園した子どもの放課後の預

け先がなくなり、親がフルタイムで働けなくなる状態）を打破するため、全て

の子どもが放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことがで

きるよう、「新・放課後子ども総合プラン」を着実に実施します。 

都市部などで定員を大幅に超えている「放課後児童クラブ」の適正化のため

受け皿の拡充を進めるとともに、放課後児童支援員をはじめとする指導員の処

遇改善、正規化・常勤化を進めます。 

 

○子どもの居場所づくり 

子ども食堂や子ども宅食、子どもの学習支援など学校内外に安心できる多様

な子どもの居場所を子どもたちが歩いて通える中学校区に少なくとも一か所

設置し、地域・福祉・教育の連携体制を強化します。 

 

○学びの機会の確保 

多様な状況にある子どもたちが誰一人取り残されることなく、一人ひとりの

資質・能力が一層確実に育成できるような教育への転換を進めます。そのため

に、教育 ICT環境の整備、良質なコンテンツの整備など、GIGA スクール構想を

進めるとともに、データに基づいて一人ひとりの学習状況を把握して指導に生

かし、指導方法の検証・改善につなげる CBT（オンライン版学力調査テスト

Computer Based Testing）化の導入をめざします。 

不登校や病気療養など様々な事情で学校に通えない子どもたちの学びの確

保、および感染症拡大や災害時など非常時の学びの継続のため、タブレット等

を活用したオンライン授業が実施できる体制を整備します。 

 

○少人数学級と学校の働き方改革等の実現 

一人ひとりの子どもたちにきめ細かい教育を行うため、2025 年度までに小学

校 35人学級を実施します。中学校においても 35人学級をめざし、将来的には

小中学校 30人による少人数学級をめざします。 

学校の働き方改革を実現するため、教員業務支援員、ICT 支援員など支援ス
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タッフの活用等による「チーム学校」の取り組みを進めます。 

地域の競技団体、文化団体の力を生かしながら、多様な指導者の参画や児童

生徒のニーズに応えられる運動・文化部活の地域移行を進めるとともに、オリ

ンピック・パラリンピック競技選手など専門知識を持った人材が部活や学校教

育に加わる特別免許状等の活用で、子どもたちの可能性を広げる教育に取り組

むとともに、教員など子どもに関わる人材の充実を図ります。 

感染症対策やメンタルヘルスなど多様な対応が求められる養護教諭の働き

方についても、児童生徒の心身の健康の保持増進に対してより効果的に取り組

むため、地域と連携した業務改善、資質能力の向上を図ります。 

いじめ、虐待、貧困、不登校、自殺、ヤングケアラー等、複雑で多様化した

子どもたちが抱える課題の早期発見と相談体制の充実のために、スクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤー等の配置を充実さ

せ、福祉・医療・NPO などの関係機関との連携強化を図ります。 

教育職員等による児童生徒等に対しての性暴力等の根絶に向け、データベー

スの整備をはじめとして、取組を着実に推進します。 

 

○子どもの心を培う文化芸術・スポーツ体験活動 

文化芸術・スポーツは、自己肯定感や意欲を向上させ心の財（たから）を積

む大切な機会となります。あらゆる状況の子どもたちの鑑賞・体験する機会を

確保するために、子どもの無料鑑賞・体験の支援や、小中学校・特別支援学校・

院内学級等への芸術団体の派遣など、子どもが一流の文化芸術に触れる機会の

確保を図ります。また「読書活動」の充実や、自然体験などの「体験活動」の

充実、学校と地域における子どものスポーツの機会を充実させます。 

 

○社会保障教育の推進 

全ての子どもたちが、社会保障について正しい知識を身につけ、人生におけ

る様々なリスクに対応するセーフティネットにつながれるよう、学校教育にお

いて、労働と年金を軸とした社会保障制度を学ぶ社会保障教育を推進します。 

 

（６）高校等 

○私立高校授業料実質無償化の段階的な対象拡大 

2020 年 4 月から年収 590 万円未満を対象に私立高校授業料の実質無償化が

実現しました。さらなる公私間格差を是正するため、公立と同じ年収 910万円

未満まで段階的に無償化をめざします。 
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○高校生等奨学給付金の段階的な対象拡大 

高校における授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯に対して

支給している高校生等奨学給付金の支給額を増額するとともに、中間所得世帯

まで段階的に対象拡大をめざします。 

 

○高校生まで 1人 1台タブレット端末の無償貸与 

GIGAスクール構想により、公立小中学校において 1人 1 台タブレット等が整

備されていることを踏まえ、高校等においても 1 人 1台タブレット等の整備を

進めます。経済的事情が厳しい家庭については、Wi-Fi ルーター供給や通信費

などの支援を推進します。 

 

○理工系に進学する女子生徒への支援 

日本の女子生徒は数学的・科学的リテラシーが高い 
23にもかかわらず、社会の性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス24等

の影響により、理工系学部への進学率は低い割合に止まっています25。新たな

イノベーションを生み出し、女性の人生の選択肢を広げ、経済的エンパワーメ

ントにもつながる女子生徒の理工系への進学を支援するため、めざすべきロー

ルモデルを増やす取り組みや、保護者や教員、企業等への意識啓発、理工農系

の女子学生への給付型奨学金や授業料等減免等の拡充に取り組みます。 

また、次世代の理系人材育成のため、初等中等教育段階からの理数教育の推

進、高校改革等による探究・STEAM教育26の推進、スーパーサイエンスハイスク

ール27の推進、大学における理系学部の増加に取り組みます。 

 

（７）18歳までをめざした児童手当や医療費助成の拡充 

○児童手当の拡充 

児童手当については、多子世帯の家計負担や、子どもの教育費の負担が大き

いこと等を踏まえ、対象年齢を 18 歳まで拡大するなど制度の拡充、予算規模

の倍増をめざします。 

 

 
23 OECD「生徒の学習到達度調査結果」（PISA2018）より。 

24 無意識の思い込み。 

25 文部科学省「学校基本調査」より。 

26 IT 社会における Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学・ものづくり）、Art（芸術・リベ

ラルアーツ）、Mathematics（数学）の各教科等横断的な学習。 

27 将来の国際的な科学技術関係人材を育成するため、先進的な理数教育を実施する高等学校。 
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○高校３年生までをめざした医療費助成の拡大 

安心して子どもが医療を受けられるように、国保の減額調整措置の見直しを

進めるとともに地方財源を確保しつつ、高校 3 年生までの無償化をめざして、

子ども医療費助成の拡大を推進します。 

 

（８）医療・健康 

○歯科矯正治療の保険適用拡大 

子どもの歯の健康を守るため、保険適用される矯正歯科治療の拡大をめざし

ます。 

 

○児童生徒の視力低下予防 

児童生徒の近視の実態やライフスタイルとの関連等について明らかにし、効

果的な啓発を行うことにより、児童生徒の視力低下の予防を推進します。 

 

（９）大学など高等教育 

○大学など高等教育無償化の中間層への拡充 

家庭の経済的事情に関わらず、希望すれば誰もが大学等へ進学できるよう、

給付型奨学金と授業料等減免の充実による大学など高等教育無償化を中間所

得層まで拡充します。 

 

○奨学金返還支援 

貸与型奨学金について、無利子・有利子奨学金ともに、既に卒業し返還中の

人も含め、ライフイベントに応じて柔軟に減額返還ができる制度を拡充し、さ

らに奨学金返還の負担軽減に取り組みます。 

また、地方自治体や企業が奨学金返還を支援する「奨学金返還支援制度」の

拡充に取り組みます。 

 

４．多様な子ども・子育て家庭への支援 

（１）様々な困難を抱える子どもや家庭に対する支援 

○いじめ防止対策 

「いじめは絶対に許されない」ことを根付かせ、多様な子どもたちが信頼し

あい協働できる学校生活をめざします。そのために、「学校臨床研究・支援セン

ター」を国立教育政策研究所に置き、教育や医療、心理、福祉などの専門家に

よる国内外の専門的な知見の集積をもって対策を講じ、いじめられた子どもが

絶対に守られるとともに、いじめた子どもは自分自身の捉え直しができる、子
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どもたちを守り抜きはぐくむよう支援体制を構築します。 

 

○不登校の子どもたちへの支援 

不登校の児童・生徒の学ぶ機会を確保・充実させるため、フリースクール等

への支援及び連携体制の構築や、教育支援センターの機能強化、夜間中学・不

登校特例校を各都道府県・政令指定都市に 1校以上設置、柔軟な学びの場の確

保、教職員や学習指導員等の充実、訪問相談、学校内での居場所づくり、オン

ライン活用などを推進するとともに、行政・学校・地域・民間などが連携して

家庭の支援にも取り組みます。不登校や高校中退者等の高卒認定資格取得を推

進します。 

 

○自殺対策 

孤独・孤立対策といった関連施策との連携、新型コロナウイルス感染症の影

響を踏まえた支援、子ども・若者の自殺対策のさらなる推進等を図り、誰も自

殺に追い込まれることのない社会の実現をめざします。 

ネットによる誹謗・中傷の根絶のため、SNS や無料アプリ、ゲームなどの特

性や、安全なインターネットの使い方を教えるなど、初等中等教育段階から各

学校現場での「情報モラル教育」を推進します。 

 

○ヤングケアラーへの支援 

誰もが介護者となりうる現状において、介護する人（ケアラー）が孤立する

ことなく、当たり前の社会生活を送れるよう、ヤングケアラーやダブルケアラ

ーも含め介護者を支援するための施策を総合的に推進します。学校においても、

ヤングケアラー等の不安や悩みを受け止め、福祉など関係機関につなぐなど支

援体制整備を進めます。 

ヤングケアラーなど家庭に課題や不安を抱える家庭に訪問し、相談支援や家

事支援等生活支援を行う事業の全国展開を強力に推進します。 

 

○薬物乱用防止対策の強化 

SNS を使った薬物犯罪への対策を強化するとともに、薬物について正しい知

識を持てるよう、薬物乱用防止教育を推進します。薬物に関して専門知識を有

する外部専門家等と連携し、学校における薬物乱用防止教室の充実を図ります。 
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（２）障がい児等のライフステージに応じた支援の拡充 

○相談・支援体制の整備 

障がいの疑い段階を含め、早期発見・早期支援を実施するため、保健所・児

童発達支援センターの抜本的な拡充を図り、相談・支援体制を整備するととも

に、就学期以降も情報共有等を通じて、学校と地域、学校と福祉等の連携を実

施します。 

新生児聴覚スクリーニングにより、聴覚障がいのある子どもを早期に人工内

耳や補聴器などの適切な治療や療育につなげる体制を整備します。また、聴覚

障がいに応じた人工内耳や補聴器の支援を行います。さらに、難病による聴覚

障がいに対する補装具の特例支給を推進します。 

 

○インクルーシブ教育の推進 

子どもの教育を受ける機会の確保と多様性を尊重する共生社会の実現をめ

ざし、障がいを特別な教育的ニーズとして捉え、特別な教育的ニーズを必要と

する子どもが可能な限り通常の学校で学ぶ機会を確保するとともに、障がいの

有無で区分するのではなく、個々の教育的ニーズに応じた多様な学びの場を整

備する「インクルーシブ教育システム」を推進し、個人の能力や個性、特性に

応じて十分な教育が受けられるよう、専門人材の育成・配置や施設整備、通級・

特別支援学級の充実等を図ります。 

医療的ケア児を含めた障がいのある子どもの学習を充実させるため、読み書

きが困難な児童生徒のためのデイジー教科書などデジタル教科書の活用、質の

高い学びや読書の環境整備、大学等を含む生涯を通じた多様な学習活動、文化

芸術・スポーツ体験活動などの充実を図り、一人ひとりの個性や可能性を伸ば

す教育を進めます。 

特別支援学級の教職員定数を改善するとともに、特別支援学校における教室

不足の解消やバリアフリー化などの教育環境の整備を加速化します。 

 

○性的少数者の理解促進と相談体制整備 

いわゆる性的少数者の児童生徒が不安や悩みを感じることなく学んでいけ

るよう、スクールカウンセラーを含め教職員全てが性的指向や性自認について

理解を進めるよう促すとともに、学校における教育相談体制の充実など環境を

整備します。 

 

○医療的ケア児への支援 

医療的ケア児がどこに住んでいたとしても、安心して暮らすことができるよ

う、「医療的ケア児支援法」に基づき、日常生活における支援や相談支援、保育
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所・学校等における医療的ケアなど、医療的ケア児・者やその家族が適切な支

援を受けられる体制を整備します。 

特に、訪問看護の活用や保育所や幼稚園・学校等への看護師の配置などを通

して、医療的ケアが必要な子どもが安心して学べる環境を地域格差なく、全国

で整備します。 

 

○難病等を抱える子どもや家族への支援 

「難病医療法」及び「改正児童福祉法」に基づき、さらなる指定難病の対象

を拡大するとともに、難病診療連携拠点病院や移行期医療支援センターなどの

難病医療提供体制を充実します。また、診断・治療法の確立に資する調査・研

究を促進しつつ、AMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機構）による研究

と連結させて治療薬・治療法の開発を一気通貫で進めます。さらに、難病対策

地域協議会や難病相談支援センターを充実するとともに、就労・生活支援や小

児慢性特定疾病の自立支援事業を着実に推進します。 

難病関連二法施行後５年の見直しにおいては、医療費助成制度における医療

費の助成開始の時期を申請時点から重症化時点に前倒しします。また、指定難

病の軽症者についても患者データを登録することができる仕組みを設けると

ともに、地域で利用できるサービス情報を記載した「登録者証」を発行します。 

小児がんや難病など生命を脅かす病気等を患う子どもとその家族を支える

ため、安心・快適な環境のもと、子どもの学びや遊び、子ども同士の交流や、

家族の交流の場所となる「子どもホスピス」の全国各地での設置をめざします。 

 

（３）子どもの貧困対策、ひとり親家庭への支援 

全ての子どもが夢と希望を持って頑張ることのできる社会を実現するため、

子どもの貧困対策を総合的に推進するとともに、地域の実情に即した効果的な

施策が行われるよう地域ネットワークの形成の充実に取り組むとともに、就学

援助制度の拡充など経済的負担軽減に取り組みます。 

ひとり親家庭の自立を支援するため、高等職業訓練給付金の特例を恒久化す

るなど就労支援を充実するとともに、居住支援など総合的な生活支援策を拡充

します。あわせて児童扶養手当の拡充をめざします。子どもの最善の利益を確

保する観点に立って、養育費不払い問題に取り組みます。 

 

（４）児童虐待防止対策、社会的養護の推進 

児童虐待を未然に予防するため、全ての妊産婦、子育て家庭、子どもを対象

とする「こども家庭センター」を全ての自治体に設置するとともに、支援を必

要としている家庭や子どもに対し、サポートプランの策定等により、官民一体
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となって確実に支援を提供できる体制を構築します。体罰によらない子育てを

推進し、民法上の懲戒権のあり方を見直します。 

虐待が起こってからの対応の強化としては、児童相談所の体制強化に取り組

むとともに、子供家庭福祉の実務者の専門性向上を図るための認定資格制度の

導入や里親支援の強化として里親支援センターの設置、児童養護施設等におけ

るケアの充実のための措置費の充実などを通じて、質の向上を図ります。あわ

せて、一時保護や施設入所等において、子どもの意見を丁寧に聴取し、その意

見を最大限尊重することにより、子どもの権利擁護を推進します。児童養護施

設等退所後においても、子どもや若者が安心して生活できるよう、社会的養護

経験者の参画により、当事者を中心とした支援の充実を図ります。退所後の実

態調査を継続して実施するとともに仕事や住まいなどに関する相談支援、居場

所の確保、宿泊を伴う支援など多様な支援を提供する拠点を推進します。あわ

せて、身元保証人確保対策事業を拡充します。 

 

（５）外国にルーツのある子どもへの支援 

外国人やその子どもたちが日本語を学べる機会を充実し、日本語教育水準の

向上を推進します。あわせて、日本語教師に関する資格制度の創設に向けた検

討や日本語教育機関の振興と活用を進めるための支援を行います。また、外国

人の子どもの健康確保のため、外国人学校の保健衛生対策の取り組みを進めま

す。 

 

（６）SDGｓの実現に向けて ESD教育の推進 

ESD28教育は、持続可能な社会の担い手を育てる教育です。男女の役割に関す

る固定的な観念や、いじめ、DVなどの背景にある意識を変革し、人権尊重やジ

ェンダー平等、平和・非暴力等の SDGｓの達成に向けて行動する人を育てる ESD

の充実に取り組みます。 

 

５．働き方と社会保障の転換 

（１）性別役割分担意識の是正 

全ての女性が輝き活躍できる社会をめざし、アンコンシャス・バイアス（無

意識の思い込み）に基づく慣習等の見える化を図り、知らず知らずの間に当た

り前と思い込んでいることが当たり前ではないと気づく機会を提供するとと

もに、社会全体の機運を醸成するためのキャンペーンを実施します。あわせて、

性別役割分業を前提とした政策から夫婦協働型の政策への転換を図り、男女と

 
28 持続可能な開発のための教育 Education for Sustainable Development 
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もに自立できる収入を得て働き、男女ともに子育てやケアに関われる社会の実

現に取り組みます。 

 

（２）男女間の賃金格差の是正 

各企業における女性活躍の状況や男女間の賃金格差の実態の「見える化」を

進め、男女間賃金格差の是正、女性のさらなる活躍促進に取り組みます。 

特に大企業については、有価証券報告書等において、労働分配率、賃金上昇

率、教育訓練の投資額、男女間の賃金格差などの公表を求めます。 

民間のみならず公務部門においても同様に男女間賃金格差の見える化・是正

に取り組みます。 

 

（３）雇用慣行の見直し 

出産・育児により収入が減る又は働き続けることが難しい、再就職や転職す

ると収入が減るといった実態や全国転勤など雇用慣行を見直し、子どもを持っ

ても仕事を続ける見通しが持てる環境整備に取り組みます。 

 

（４）非正規雇用労働者等の新たなスキル取得による所得向上策 

近年、日本は深刻な人手不足に陥っており、2030年には 644 万人の人手が不

足すると予想されています29。他方、非正規雇用労働者は増えており30、デジタ

ル分野やグリーン分野など成長分野への人材の円滑な移動を促し、所得を向上

させる取組が極めて重要です。 

非正規雇用労働者が受講できる職業訓練、特に求職者支援訓練を大幅に拡充

するとともに、在職中でもキャリアアップ・キャリアチェンジできる訓練を増

やします。 

働く女性たちの約 5 割が非正規雇用労働者31であり、コロナ禍において厳し

い状況に置かれています。こうした非正規雇用の女性がスキルを修得、キャリ

アチェンジ・キャリアアップで所得を確実に増やしていけるよう、パソコン無

償貸与等によりオンラインで受講出来る訓練や子どもを預けながら訓練を受

講できる環境を整備するとともに、訓練後に就労先に確実につないでいく支援

体制を強化します。また、デジタル推進人材の育成・確保については、性別の

分け隔てなく全ての人材が自分の能力を発揮できるよう、ジェンダーギャップ

の解消といった観点から、「女性デジタル人材育成プラン」を推進します。 

 
29 パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計 2030」より。 

30 総務省「労働力調査」より。 

31 前掲注 30。 
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広く社会人に対するリスキリングの機会を提供し、社会全体で人的資本の高

度化を進めます。具体的には、企業等が組織的に知識・技能をアップデートで

きる環境整備の促進、地域の大学・高専等を社会人のリスキリングのための学

習地域拠点とするための支援などに取り組みます。 

就職のみならず異業種間も含めた転職や再就職などの円滑化のため、産業界

とも連携し、企業が求めるスキルや希望者自らが持つスキルの見える化（個人

の教育履歴や取得資格等のスキルが可視化できるデジタルバッジの創設等）、

データベース化を図るとともに、それらを地域の職業訓練校や教育現場などに

おける職業訓練に生かすため、地域職業訓練協議会の活性化に取り組みます。 

 

（５）多様で柔軟な働き方の推進 

○地域特性に応じた働き方改革の推進 

公明党の提案により実現した「地方版政労使会議」「地域働き方改革会議」を

活用し、地域の特性や課題を分析しつつ賃上げの拡大をめざすとともに、非正

規雇用労働者の正社員への転換･処遇改善、人材育成の促進、地方就職や多様な

働き方の推進、長時間労働の是正、有給休暇の取得促進、仕事と子育て･介護等

の両立など、地域特性に応じて働き方改革を戦略的に進めます。 

 

○勤務間インターバル制度の導入促進 

中小・小規模事業者の働き方改革を支援するため、「働き方改革推進支援セン

ター」においてきめ細かな支援を行うとともに、勤務終了時から翌日の始業時

までに一定の休息時間を設ける「勤務間インターバル制度」の普及を促進し、

助成金等を通じて中小・小規模事業者における同制度の導入を推進します。 

 

○時間単位年次有給休暇制度の導入促進 

子育て、介護、治療など、さまざまな事情に応じて柔軟に休暇を取得できる

よう、民間企業において、１時間単位で年次有給休暇を取得できる制度の導入

を促進します。 

 

○テレワーク等多様で柔軟な働き方の推進 

短時間勤務やテレワークなど時間や場所にとらわれない柔軟な働き方を選

べる環境を整備するため、助成金等を活用したテレワーク導入支援やテレワー

クセンターの設置、サテライトオフィスの整備、テレワークの好事例の横展開

などを推進します。と同時に勤務時間外や休日に仕事上のメールや電話への対

応を拒否する「つながらない権利」のルール化を図ります。 
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（６）雇用形態の違いによるセーフティネット格差の是正 

共働き世帯や単身世帯の増加32など、家族の在り方や社会が変化する中、男

女ともに自立できる収入を得て生活できる環境を整備するため、厚生年金の更

なる適用拡大による「年収 130万円の壁」の消失や、賃金・最低賃金の引き上

げによる「年収 106 万円の壁」の解消を進め、働き方やライフスタイルに「中

立」な税制・社会保障制度の構築をめざします。 

フリーランスの方が増加する一方、報酬の支払遅延や一方的な仕事内容の変

更などのトラブルが多発している現状33を踏まえ、フリーランスとして安心し

て働ける環境を整備するため、事業者とフリーランスの取引について、書面で

の契約ルール化など保護ルールを定める新法を早期に策定し、実効性ある対策

を講じます。また、労災保険における特別加入制度の対象を拡大します。 

 

（７）男性の家事・育児参画 

男性の育児休業について、本年 10月に施行された「産後パパ育休」の周知と

検証等を行うとともに、取得日数・取得率の男女差の縮小に向けて、取得促進

に取り組みます。 

また、本年 4月から改正育児・介護休業法が施行され、育児休業を取得しや

すい雇用環境整備や、妊娠・出産を申し出た労働者に対する個別の周知・意向

確認が企業に義務付けられたことを踏まえ、その適切な履行確保や、企業によ

る更なる取り組みに対する支援を推進します。 

 

（８）育児休業制度の拡充等（再掲） 

子育て世代が仕事と育児の両立をしやすいように、育児休業や短時間勤務、

所定外労働の制限（残業免除）等をより利用しやすくする取り組みを広げてい

きます。特に、男性の育児休業の取得促進に向けた取り組みを推進し、いわゆ

る「取るだけ育休」にならないように自治体における両親学級等の開催・充実

を促進します。 

さらに、子どもが 3 歳になるまでの制度となっている現在の「短時間勤務制

度」を、就学前まで利用可能とすることや、短時間勤務による減収分について

は、育児休業給付金をあてることができるよう、検討を進めます。 

女性の育児休業取得率は、厚生労働省の雇用均等基本調査によると 2006 年

以降 80％から 90％程度で推移しており、一見、女性の育児休業は進んでいる

ように見えますが、これはあくまで職場の在籍中に出産した女性に占める育児

 
32 総務省「労働力調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（2018 年推計）より。 

33 内閣官房「フリーランス実態調査結果」より。 
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休業取得者の割合であり、出産前にすでに退職していた女性は分母に入ってい

ません。そのため、出生数を分母とした女性の育児休業取得率は 5割程度にと

どまっています34。 

また、有期雇用労働者として働く女性の育児休業取得率は 70％程度で推移し

ていますが35、パート・派遣で働く女性のうち第一子出産前後で就業を継続す

る割合は 40％程度にとどまり、60％程度の方が出産を機に離職しています36。 

2022年 4 月から有期雇用労働者の取得要件が緩和されましたが、女性の非正

規雇用労働者は希望していても実際は取得するのが難しく、フリーランスや自

営業者等はそもそも育児休業制度の対象外です。 

女性が収入を得て生活をすることが前提となる中、妊娠・出産で収入が減る

ことによって生活が成り立たなくなることを避けなければなりません。正規・

非正規など雇用形態に関わらず育児休業を取得できるように取り組みを進め

るとともに、出産・育児のために離職した方や、フリーランスや自営業者、専

業主婦等現行制度の対象外となっている女性も安心して出産・子育てできるよ

う、新たな仕組みの創設を検討します。 

 

  

 
34 厚生労働省「2020 年度 雇用保険事業年報」、人事院「2020 年度 仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況

調査」、総務省「2020 年度 地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」、厚生労働省「2020 年 人口動態統

計」（確定数）より推計。 

35 厚生労働省「雇用均等基本調査」より。 

36 国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回 出生動向基本調査」より。 
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６．想定される予算規模と財源の考え方 

本プランに掲げた政策を実現するためには、例えば主な給付の拡充等につい

て以下のような予算規模で追加的な財源が必要となり、その合計金額は国・地

方合わせて少なくとも約６兆円を超えます。 

 

（代表例） 

・妊娠期からの一貫した子育て支援(特に低年齢児)の強化   約１兆円増 

・０～２歳児の保育料無償化の対象拡大                  約 0.6兆円増37 

・子ども・子育て支援の質の向上                        約 0.3兆円増38 

・小中学生の就学援助の対象拡大                        約 0.5兆円増39 

・小中学校における 30人学級の実現                     約 0.5兆円増 

・私立高校授業料実質無償化の対象拡大                  約 0.1兆円増40 

・高校生等奨学給付金の増額・対象拡大                約 1,400億円増41 

・児童手当の予算規模を倍増                              約２兆円増 

・児童扶養手当の予算規模を倍増                      約 4,800億円増 

・子ども医療費助成を 18歳まで拡大                     約 0.1兆円増 

・大学など高等教育無償化の対象拡大                    約 0.8兆円増42 

 

そのために必要な安定財源の確保については、今後、社会全体での費用負担

の在り方に関し国民的な議論を行い、国民の理解と納得を得ながら、具体的な

財源確保の方策を検討していきます。 

本プランに掲げた政策については、国と地方のネットワークにより、段階的

に実現していくこととし、まずはＯＥＣＤ諸国の家族関係社会支出の平均43を

上回る規模の財源を早期に確保し、その上で、出生率を回復した欧州諸国と遜

色ない規模44の財源を確保することをめざします。 

 

 
37 所得制限を撤廃する場合。 

38 1 歳児の職員配置の改善(6:1→5:1)、4・5 歳児の職員配置の改善(30:1→25:1)等。 

39 年収約 590 万円未満まで対象を拡大する場合。 

40 年収約 910 万円未満まで対象を拡大する場合。 

41 第 1 子の支給額を第 2 子以降と同額まで増額し、年収約 590 万円未満まで対象を拡大する場合。 

42 年収約 590 万円未満まで対象を拡大する場合。 
43 直近の対名目 GDP 比は、OECD 平均 2.1％（2017 年度）、日本 2.01％（2020 年度）。 

出典：OECD”Social Expenditure Database”及び国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」 
44 例えば、対名目ＧＤＰ比でフランス 2.73％(2019 年度)、スウェーデン 3.42％（2019 年度）。 

出典：OECD”Social Expenditure Database” 


